
 

入 札 公 告  

 

 次のとおり一般競争入札に付します。  

 令和８年３月６日  

 

支出負担行為担当官 

広島県警察会計担当官  森本 敦司  

 

１ 入札に付する事項  

(1) 件名  

   レンタカーの賃貸借  

(2) 賃貸借期間 

   令和８年４月１日から令和９年３月 31 日まで  

(3) 納入場所  

   広島県警察が指定する全国各地 

(4) 入札の方法  

   総価（区分ごとの単価に、区分ごとに設定する予定数量を乗じて加算した総額）

による。（契約方法は単価契約である。）  

なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100 分

の 10 に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札金額とするので、入札者は、消

費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、

契約しようとする金額の 110 分の 100 に相当する金額を入札書に記載すること。 

 

２ 競争に参加する者に必要な資格に関する事項  

(1) 予算決算及び会計令第 70 条の規定に該当しない者であること。  

   なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意

を得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。  

(2) 予算決算及び会計令第 71 条の規定に該当しない者であること。  

(3) 令和７・８・９年度内閣府競争参加資格(全省庁統一資格)「役務の提供等」のＡ、 

Ｂ、Ｃ又はＤの等級に格付けされ、中国地域の競争参加資格を有する者であること。 

(4) 契約担当官等から指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。  

   また、過去の公共調達における指名停止措置の対象となるような行為について進

行中の調査又は捜査を受けていない者であること。（再委託先がある場合は、これ

も同様とする。）  

(5) 警察当局から、暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する事業者又はこれに 

準ずる者として、国発注業務等からの排除要請があり、当該状態が継続している者 

でないこと。  

 

３ 入札手続等  

(1) 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問い合わせ先  

   〒730-8507 広島県広島市中区基町９番 42 号  

         広島県警察本部総務部会計課用度第一係   

         電話 (082) 228-0110 (内線 2243) 

         メールアドレス psoyoudo@pref.hiroshima.lg.jp 



 

(2) 入札説明書の交付期間及び入手方法  

  ア 交付期間   

令和８年３月６日（金）から令和８年３月 25 日（水）までの開庁日の午前９時

から午後５時までの間、随時交付する。  

    なお、交付する際に上記２(3)の資格を確認するため、令和７・８・９年度内閣

府競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤの等級

に格付けされたものの写しを１部提出すること。  

  イ 入手方法  

    上記３(1)の場所で直接受け取るか、又はメール若しくは郵送で請求すること。 

    直接受け取る場合以外の方法で請求する場合は、あらかじめ上記３(1)に電話連

絡を行うこと。  

(ｱ) メールで請求する場合  

上記３(1)のメールアドレスに、令和７・８・９年度内閣府競争参加資格（全

省庁統一資格）「役務の提供等」のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤの等級に格付けされたも

のの写しをＰＤＦで送付し、メールを送信した旨を電話連絡すること。  

(ｲ) 郵送で請求する場合  

     郵送による場合は、返信用の封筒、切手及び令和７・８・９年度内閣府競争

参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤの等級に格

付けされたものの写し１部を同封すること。  

(3) 入札書の提出期限  

   令和８年３月 25 日（水） 午後５時  

(4) 開札日時及び場所  

  ア 日時  

    令和８年３月 26 日（木） 午後３時 30 分  

  イ 場所  

    広島県広島市中区基町９番 42 号 広島県警察本部 13 階会議室  

 

４ その他  

(1) 入札保証金及び契約保証金  

   免除する。  

(2) 入札の無効  

   本公告に示した競争参加資格のない者の提出した入札書、入札者に求められる義

務を履行しなかった者の提出した入札書は無効とする。  

(3) 落札者の決定方法  

   予算決算及び会計令第 79 条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲

内で、最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。  

(4) 契約書作成の要否  

   要    

 (5) 詳細は入札説明書による。  


